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［特集］  ビッグデータ

　最初に、ビッグデータ活用というトレンド
が生まれた背景についてお話を伺いたい
と思います。
　ビッグデータの登場による世の中の変
化については、いろいろな形で語られて
いるわけですが、ここではまず基本的な
ことを整理したいと思います。
　今、グローバルでのIT投資は約200兆
円、世界のGDPの約3％といわれていま
す。この内訳を見ると、企業によるIT投資
と、個人――我々は“生活者”と呼んでい
ますが――によるIT投資がだいたい半々
といわれています。企業による投資が多く
を占めると思う方が多いと思うのですが、
実は生活者がPCやスマートフォン、ネット
に支払う料金がWindows 95の登場以
降、伸び続け、今後は企業によるIT投資を
上回るのではないかと見られています。
　かつては、PCのように、企業向けに開
発されたITシステムが簡易化されて一般
に普及しました。ところが、近年は生活者
が好んで使うサービスが、その後、企業
でも使われるというような逆転現象が起
きています。FacebookなどのSNSがその
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一例です。
　これは極めて重要な変化だと私は思い
ます。ビッグデータもまたそうした流れの
中にあるのではないでしょうか。
　以前は、工場単位で使っていた生産管
理システムが、全社的に活用されるERP
に発展し、一つの企業の中に閉じていた
情報システムが、EDIのように他社のシ
ステムとつながり、さらにSCMという形
で産業を越えて広がるようになりまし
た。こうしたデータを活用した効率化と
いう流れが、現在では生活者を巻き込
み、さらには生活者が主導する形で展開
されていく、それが今の流れであり、そ
の象徴がビッグデータであると捉えてい
るわけです。
　こうした時代において、生活者にとって
も、企業にとっても、一人ひとりがどのよう
に情報と向き合うのか、今まで以上に深く
問われることになっていくと思います。

　博報堂の専門であるマーケティング領
域に、ビッグデータはどのように活用でき
ますか。
　“集団から個人へ”というのが一つの
キーワードになるでしょうね。
　生活者は百人百色、生きる目標や意義
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ビッグデータが活用されることで、企業活動や人々の生活は今後どのように変わるのか。
日頃、企業のデータマーケティング戦略立案にかかわる博報堂の山之口 援氏は、サービ
スをこれまで提供される側だった生活者が、情報活用や商品開発において主導権を握り
始めた時代の流れの中に、ビッグデータを位置づける。ビッグデータが登場した時代背
景やマーケティングにおけるビッグデータ活用の取り組みについてお話を伺った。

ビッグデータが変える
生活者と企業の未来
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も異なる。これまでは、一人ひとりにアプ
ローチすることが技術的に不可能だった
ので、とりあえずざっくりと、20代の女性、
30代の男性というようなセグメントをし
て、つまり粗いメッシュの中でしかマーケ
ティング活動ができませんでした。
　ところが、ビッグデータを分析できるよ
うになると、生活者の行動予測から、一人
ひとりの趣味嗜好に合わせて、”こういう
商品がよろしいのでは”という提案がで
きるようになります。ECサイトでモノを買
おうとすると、過去の購買履歴から「今度
はこれはいかがですか」と薦められる。そ
ういう体験を我々はすでにしているわけ
ですね。
　マーケッターの側も、ビッグデータを
活用すれば、販売促進にどれだけコスト
をかければよいか、投資対効果が、これま
で以上にはっきり見えてくるようになる。
今まではどちらかと言うと“賭け”的な部
分もありましたが、それがより合理的にわ
かるようになるわけです。そうなるとマー
ケティング的には、購入履歴というビッグ
データに基づいた提案を超えて、次に欲
しいものをいかに先回りして提案できる
か、そのような驚きをいかに提案すること
ができるかが重要になってきます。

　マーケティングだけでなく、商品開発
の領域でも、ビッグデータを活用すれ
ば、より生活者の意見を反映できるよう
になるでしょう。商品を購入する際のポ
イントとなるのは、例えば「使い勝手」の
情報です。この情報は使い手側、生活者
が持っている。商品開発自体の主導権が
生活者に移るという意見もあるくらいで
す。これまでも「消費者の声を聞いて開
発しました」という商品はありましたが、
飲料や食品など消費財の分野では50％
以上の製品が生活者と企業のコラボ
レーションの中で開発されるようになる
と予想する人もいます。
　このように、未来は今まで以上に生活
者が主役となる時代です。その中で企業
はどこまで情報を準備すべきか、どこを
生活者に任せるべきかというのは、今後
問われるようになってくるだろう。そうい
う手法をこれから開発しなければいけな
いと考えています。

　ビッグデータを活用したマーケティング
にITはどのようにかかわってきますか。

「生活者」が
情報活用の主導権を握る時代

　ビックデータに基づくマーケティング
の技術は、先ほど例に挙げたECサイトが
代表的ですが、日本の企業も高度な技術
を開発しています。ただ、ここで重要なの
はマーケティングとITの領域の重なり合
いです。
　例えば、Webサイトで何かを買おうとし
て、関連商品をレコメンドするエンジン
は、複雑なテクノロジーを使えば、より精
度は高まるはずですが、たとえ精度が上
がっても、表示が１秒遅れたら、ユーザー
はたぶんクリックしないでしょう。技術だ
けの発想ではよりよいWebサービスは実
現できないのです。
　例えば、検索履歴をどこまで表示する
のか、という問題もあります。プライバ
シーにかかわる検索行動は、他人には知
られたくない。そのためにユーザー自ら
表示を取捨選択できる機能をつけること
もサービスの一つだと思います。こういっ
た発想自体が、システムの設計もしくは
仕様に反映されなければなりません。
　テクノロジーをより高度化させて、
もっと精度の高い提案をすべきなのか、
いや、もっと簡単な仕組みでとりあえず
今まで買っているものと同じような商品
を10個並べれば良いのか。Webサービス

Tasuku Yam
anokuchi

ITとマーケティングのノウハウを
合体し、豊富な仮説を生み出す



企業は、どのやり方がよいのかを常に実
際の商用サイトの中でテストをしていま
す。仮説検証のサイクルを頻繁に回し
て、よりよいサービスを実現することが
必要です。そのためには、マーケティン
グとITの役割を分けるのではなく、両方
がかかわっていく必要があります。
　マーケティング企業とIT企業はこれ
まで以上に密な連携をしなければなら
ない。そういう思いから、日立製作所と
博報堂は協業して、2013年4月に「マー
ケット・インテリジェンス・ラボ」（P.4コラ
ム参照）を設立しました。日立グループ
の技術とシステム開発の経験を、博報堂
のマーケティングノウハウと合体させ、さ
まざまな仮説検証を行うラボです。

　ビッグデータについて一部の先進的な
企業の取り組みが紹介されることはあり
ますが、ほとんどの企業はまだビッグデー
タの活用のメリットを模索している状況
で、本格的に取り組むまでには もう少し
時間がかかるように思いますが。
　たしかに私たちから見ても、日本企業
の多くが、昨年はビッグデータ自体の勉
強の時期だったと思います。ただ、今年
になって風向きが変わってきて、こういう
ことがやりたいというお客様のご要望が
明確になってきており、さまざまな取り
組みが始まっています。
　それがあまり表面に出てこないのは、
まだ実証実験段階だからでしょうね。テ
クニカルな実験はもちろんですが、ユー
ザーを巻き込んで、新しい施策が実際に
受け入れられるのかということを、きち
んとデータを取りながら実験が進んでい
る。マーケット・インテリジェンス・ラボで
もさまざまな実証実験をお客様と一緒
に進めているところです。こうした努力
は、あと数年もすれば一気に花開くので
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はないでしょうか。
　それでもビッグデータの活用がなかな
か進まないといった場合、どういう要因
があるかといえば、一つは足もとのデー
タを十分活用できていないからと想像で
きます。ビッグだろうが何だろうが、デー
タの活用が不十分なところでは、その先
には進めません。データ分析は十分やっ
ていて、ある程度ビジネスは効率化され
ており、現状では効率改善の余地が少な
いという企業が、さらにビッグデータに
着目する。ただ、新たなデータを使うに
は、投資が必要になるので、その投資対
効果が本当に見合うかどうかわからな
い、だから実験しましょうというように議
論は進んでいくのだと思います。
　この段階に至っている企業で、もし
ビッグデータ活用のネックがあるとすれ
ば、それはマーケティングの知識、分析の
ための統計的な知識、そしてそれをITと
して実現する能力、この3つが揃っていな
いからだと思います。
　3つが揃ったうえで、さらに欠かせな
いことは、仮説を量産することです。これ
は、持続的に会社が強くなっていく仕組
みを設計することとイコールといえるで
しょう。
　これまでの情報システムでは、ある業
務をシステム化するとどれだけ効率化さ
れるか、という視点でした。しかし、ビッグ
データ利活用では、情報システムを継続
的に改善するという視点となります。その
ためには、マーケティング、統計、ITの専
門家が集まり、大量に仮説を作って検証
し、よいものを残していく仕組み、「BICC
（ビジネス・インテリジェンス・コンピテン
シー・センター）」といいますが、まさにそ
うした、会社を動かす新しい仕組みづく
りが重要だと思います。
　もちろんそれは一朝一夕にできるもの
ではなく、企業の強みや業界の特性を勘
案しながらその会社に合ったやり方を構
築していくしかありません。持続的に会
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社が強くなる基盤をつくり、仮説を量産
し、検証していくことで、初めて会社の業
績にインパクトを与えるようなビッグ
データの利活用事例が生まれてくるのだ
と思います。

　ビッグデータを扱うことは、企業の組織
や戦略を変えていくこと、という指摘は重
要ですね。
　ビッグデータの本質は、より現場に近
いところから戦略を作り上げていくとい
うことだと思います。
　私自身、企業戦略のコンサルティング
にかかわっていますが、これまでは、トッ
プが戦略を立案し、現場が実行するとい
う流れでした。一方、ビッグデータの時代
には、現場にリアルなデータがあるわけ
で、そのデータを一気に戦略まで高め、
またそれを現場で動かすという繰り返し
が起こります。これは新しい思考パター
ンだと思います。戦略と実行、言いかえれ
ば、抽象と具象がたえず行ったり来たり
する。そこにスピード感が生まれると思
います。そういう意味ではマーケティング
に限らず、ビジネスのやり方がガラッと変
わっていくだろうと思います。
　もちろんビッグデータはいま一種の流
行語になっていますから、それに変にと
らわれる必要はないと思います。ただ、企
業がデータを使って、それをインテリジェ
ンスに変え、それを企業の持続的な成長
に生かしていく流れは今後も止まること
なく、加速するばかりだろうということは、
実感しています。

　マーケティング領域でビッグデータを
活用する場合、ユーザー、消費者の情報
をどのように扱うべきか、いわゆるプライ
バシー問題も避けては通れません。
　まず法制度の整備の問題について

は、来年1月の通常国会で個人情報保護
法の改正案が通る見通しがあります。
2016年1月に施行ということを想定しな
がら、企業の多くが準備しているはずで
す。ただ、プライバシー問題は単に法整
備がされれば十分というわけではない。
自社のビジネスにとって個人情報、プラ
イバシーをどう扱えばよいのか、これは
企業とお客様との関係性の問題でもあ
ります。
　生活者の側からいうと、企業が自分の
データを活用していると聞くと、そのメ
リットとリスクを天秤にかけようとするは
ずです。昨年、マーケット・インテリジェン
ス・ラボで「ビッグデータで取り扱う生活
者情報に関する意識調査」を行いまし
た。自分のプライバシーにかかわる情報
も、今後、きちんと法制度が整備されて企
業側の情報管理の視点が明確になって
いけば、提供してメリットを受けたいとい
う声が大勢を占めました。

　企業側もまた「お客様の情報を使って
お客様に何らかのメリットをお返ししま
すので、この情報はお寄せ下さい」という
ことをちゃんと開示していく。そういう姿
勢が必要になると思います。
　このあたりは社会の新しいルールづく
りということとも絡んでくるので、まだ議
論が不足しているとは思います。
　企業は、単純にサービスの向上のため
だけにプライバシー情報を使うというの
ではなく、そのサービスが社会にどのよ
うな価値を提供できるのかをしっかり検
討しなければなりません。それができる
かどうかで、企業のブランド価値も変
わってくるでしょう。お客様との付き合い
方やプライバシー情報の管理が、整合性
をとって進められるかどうかということ
が、これからの企業に対して求められる
非常に重要な要件になってくるでしょう。
それに応えられる会社でないと市場を勝
ち抜いていけないと思っています。

業務を継続的に改善する
仕組みづくりが重要だ

個人情報をどう扱うかは、
企業のブランド価値にかかわる問題
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グデータ解析のコンサルティング部隊を統括。
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　日立製作所と博報堂が協働プロジェ
クトとして、2013年4月に起ち上げた事
業体。マーケティングとITの融合による
事業インパクトの実現をめざし、データ
解析サービス、データ活用プラット
フォーム構築、新規事業創生支援を中心
に活動している。
　現在、顧客企業とともに、営業活動の
測定と分析により効果の高い営業活動
を生み出す「営業ナレッジマネジメン
ト」、レーザ・センサなどを用いて顧客の
無意識による行動をデータ化することで
売り場の動線効率の改善をめざす「人
流マーケティング」、SNSにおけるソー
シャルグラフやPOSデータから分かるイ

ンタレストグラフなど複数のデータ収集
と解析技術を組み合わせて新たな気づ
きを促す「未来志向型レコメンデーショ
ン」などを検証している。
　また、日立グループの技術のマーケ
ティング活用、生活者のプライバシー意
識調査や、マーケティング部門とIT部門
の協働を進めていくための企業内コ
ミュニケーションの活性化なども重要な
研究テーマになっている。
　共同代表を務める山之口氏は本取り
組みについて、今回のインタビューの中
でこう語っている。
　「パーソナルマーケティングの領域
で、何もしなければ１％の反応しかない

ものが、ビッグデータの活用で10％に高
めることができる。この10％の効果は、
ビッグデータの特性から、その会社に合
わせてチューニングをしなくてはいけな
い部分が相当出てくるが、私たちは、こ
れを一度きりではなく、平均して5％の
パフォーマンスを上げていく仕組みを作
り出し、パッケージ化して多くの顧客に
届けようとしている。いわば調子のいい
ときのホームランではなく、平均打率３
割を稼ぐ打者を育成するようなもの。非
常に難しいことだが、現状の諸課題を突
き詰めて、これからも長く使えるような仕
組みを生み出したい」。

マーケット・インテリジェンス・ラボ
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日立ソリューションズ グループの取り組み

基盤構築と価値創出の両軸で
ビッグデータビジネスを展開

「ソーシャル」「モバイル」「クラウド」とともに、ITのトレンドの一つといわれる
「ビッグデータ」。単に企業のビジネスに活用されるだけでなく、自然災害予測
や資源管理などの科学技術分野、あるいは犯罪や公衆衛生などの公共政策
分野においても、重要な意志決定を支援できる可能性も示唆されており、き
わめて適用範囲の広いキーワードだ。
ここではあらためて、ビッグデータと企業のビジネスという観点に立ちながら、
日立ソリューションズ グループの取り組みの現状について、述べていく。

渡辺 憲和

日立ソリューションズ
経営企画統括本部
ビッグデータビジネス推進センタ長

N
orikazu　

W
atanabe

　日本では2011年ごろから、大量のデー
タを分析することによる新しい発見やビ
ジネスの事例が、メディアや雑誌でも多
く採り上げられるようになった。
　ビッグデータの特徴としてよく挙げら
れるのが、Volume (容量)、Variety（種
類）、Velocity（頻度・スピード）、Value (価
値)の４つの「V」だ。なかでも重要なの
が、最後のValue──その分析や利活用
で何らかの経済的価値が発生することが
必須要件になる。
　こうしたビッグデータを利活用するた
めには、まず大量のデータを収集・蓄積
し、高速でデータを処理する技術的な環
境を構築する必要がある。また、ビッグ
データ分析のプロセスに関与し、その分
析結果が企業経営や業務にどのような
新しい変化を与えることができるのかを
見通すための人財も必要である。
　日立ソリューションズでは以前から、
Hadoopを適用したインフラ構築ビジネ
スなど、日立グループ各社や他社と連携
してのデータ分析ビジネスを行ってき

た。さらに、日立ソリューションズ グルー
プ内に蓄積された技術とノウハウを結集
するため、2012年12月に「ビッグデータ
ビジネス推進センタ」を立ち上げた。グ
ループ全社としての戦略を決定し、ビジ
ネスを推進していく中核組織だ。
　ビッグデータビジネス推進センタは現
在、各業種のビッグデータの利活用によ
る高付加価値化を検討しながら、今後の
コア技術や事業について調査・研究を
行っており、複数テーマについて事業化
への企画と立上げを行っている。

　なかでも当面の課題の一つとして取り
組んでいるのがビッグデータ・プラット
フォーム構築ビジネスだ。大量データ処
理、高速データ処理を実現することで、こ
れまで対応できなかった顧客課題を解
決することが目的である。
　「ビッグデータに対応できるプラット
フォームを構築することで、これまで捨て
ていたデータを蓄積・処理できるように
なる。あるいは、これまで一晩かかってい

たバッチ処理が10分の1に高速化され
る。ときにはデータの発生と同時にリア
ルタイムで処理ができるようになる。こう
なると、お客様は何度も分析をやり直し
たり、すべてのデータ間の相関を見たい
と考えるようになります。データの相関か
ら新たなKPIを発見できるかもしれない
からです」（渡辺）。
　これまで一晩もかかっていたような
バッチ処理の時間を大幅に短縮できたた
め、材料費の変動や生産計画の見直しに
伴う原価計算のやり直しが可能になり、
原価低減や適性原価の計算を実現でき
るようになった、などの事例がすでに出
ている。
　顧客課題解決に直接役立つ技術的な
基盤を提供するためには、ビッグデータ
処理に関するつねに最新の知見とノウ
ハウが求められる。Hadoopについては、
日立ソリューションズは、有力ディストリ
ビューターのCloudera社の販売代理店
として「Cloudera Enterprise」の豊富な導
入実績がある。
　また、バッチ処理を高速化するため
に、オープンソース・ソフトウェア
「Asakusa Framework」を適用したバッ
チ処理環境構築に早くから取り組み、高

いパフォーマンスを生み出している。こう
した基盤構築ノウハウが、ビッグデータ
への企業の取り組みを促し、その敷居を
低くすることに役立っている。

　大量データの分析を通して、企業のビジ
ネスに貢献する新たな価値を創出しよう
としている。これが２番目の事業領域だ。
　大量データが新たな企業価値を生み
出す例としてよく知られるのは、ネット
サービスにおける購買や閲覧などのアク
セスログの分析がある。コンバージョン率※

の抽出だけにとどまらず、閲覧行動の分
析をWebサイトの操作性の改善や商品構
成の見直し、さらに、追加的なマーケティ
ング施策に生かそうというものだ。
　こうした顧客行動の分析はネットサー
ビス企業が得意とするもので、早くから
ノウハウを蓄積している分野だが、近年
ではそれがリアルビジネスにも広がって
いる。
　例えば、銀行が顧客の年齢や家族構
成、預金残高や振込み履歴を分析し、顧
客のニーズやライフサイクルにマッチし
た金融商品を提案するなどの例がある。
また、電力の将来需要予測を分析しなが

ら、全体的な電気代削減を実現するス
マートグリッドのような事例も、このカテ
ゴリーに含まれる。
　さらに、購買データと他のデータの相
関から、売上に影響する新たなKPI（key 
performance indicator / 重要業績評価
指標）を見出し、想定外の市場拡大を狙
う例や、人間行動データと業績データの
連動による売上・利益の最大化を図る事
例も見られるようになってきた。
　「例えば、ある流通企業では、店内外の
カメラに映る画像やレーザーによる人の
流れを分析して、店舗入口の人の動きや
店内の買い回り行動などのデータを得
て、それを実際の売上データや気象デー
タと付き合わせながら売上向上のため
の施策の検討を始めています。あるとき
店舗周辺の人出は多かったのに、それが
売上につながらなかったことがあった。
人流のデータを分析すると、レジの混雑
状況を外からみて入店を避けたお客様
が多かったことがわかりました。こうした
気づきは、レジの増設や商品レイアウト
の変更といった具体的な改善提案や、機
会損失を防ぐことにつながるものです」。
　実際、これまでの実証実験の結果を通
して、お客様にデータ分析と利活用の価
値を認めていただきつつあり、競合他社
に先行して取り組もうという傾向が強く
なってきています」（渡辺）。
　また、日立ソリューションズ グループの
中でも、ビッグデータ分析で強みを発揮
するのが日立ソリューションズ東日本だ。
同社が強みとしているものの１つが、製

造業の生産計画である。
　1990年頃から生産計画を行う「LoadCalc」
の提供を開始した。さらに、2000年頃か
らは、蓄積した実績データ（どの商品が、
いつ、どれだけ売れたのか）を分析して、
需要予測に取り組みだした。ツールを用
いて算出した需要予測の結果に基づき、
予測のブレ幅を定量的に数字で表し、販
売計画などの意思決定に役立てていただ
いている。モデル化し、リスク分析を行う
コンサルティングも併せて提供している。

　ビッグデータ分析は、お客様の業務へ
の改善提案やシステム改善に直接つな
がり、それが結果的に顧客価値向上に
つながらなければならない。そのために
今最も必要とされるのは、お客様の業務
知識に長けていて、システム構築にも関
与し、かつデータを科学的に扱うことが
できる「人財」だと、渡辺は言う。
　それゆえ、日立ソリューションズ グルー
プが中長期戦略として取り組むのが、
ビッグデータ人財の育成だ。
　「データ分析の以前に、社内に散在す
るデータを集めたり、欠落しているデー
タをきれいに整理したりすることが、実
際の手間としては大きい。これを効率的
に進めるためには、お客様の業務に触れ
て、実データを扱った経験が必要になり
ます。また、データ分析を有効なものに

グループ横断の
中核組織をつくり、 
ビッグデータビジネスを加速

ビッグデータ
解析基盤を提供

人の動きから企業活動を
分析するビジネスを
活性化させる新たな視点

お客様とテクノロジーを知る
アナリスト、サイエンティスト
を自社で養成

ビッグデータ利活用における課題

・ビッグデータの高速処理
・多様なデータへの対応
・リアルタイム処理
・多種多様な製品・技術
　への対応と環境構築
・プライバシーへの抵触

・データ利活用の組織戦略
・データ利活用ノウハウ
　の不足
・人財不足
・データ精度の悪さ

ビッグデータの特徴

従来技術による処理量を超える

Volume 容量

画像 / 音声 /ログ等の非構造化データ

Variety 種類

データ生成 / 分析の高速化、リアルタイム化

Velocity 頻度・スピード

分析＆利活用で経済的価値が発生

出典：IDC 「2012年国内ビッグデータテクノロジー／サービス
　　　市場動向分析：2012年～2016年の予測」

Value 価値

プラット
フォーム

人財
組織
ノウハウ

※コンバージョン率
商品購入や会員登録など、Webサイトの成果をコン
バージョンと呼び、アクセス数に対して、コンバージョン
に結びつけた件数の割合をコンバージョン率という。



処理

処理

処理

処理

処理

顧客動線分析サービス
店舗における来店者属性分析、店舗への来店傾向分析、店舗内の買い回りプ
ロセス分析などを行い、売上データと併せて分析することで、集客や売上拡大
のための改善策を提案するサービス。

在庫可視化システム
SynCAS PSI Visualizer

多数の製品の在庫推移をサムネールで分かりやすく表示。在庫の良し悪しを
直感的に把握することが可能。製品階層のドリルダウンや在庫日数などによる
絞り込みをサポート。

需要予測支援システム
ForecastPRO

Business Forecast Systems社によって開発された予測システム。時系列デー
タに最適な予測手法を自動的に選択することが可能。多様な統計予測手法や
予測結果を調整する機能をサポート。

テキストマイニングシステム
CoreExplorer

蓄積している大量のテキスト情報から業務に役立つ情報の整理・分析を行う。
業務改善につながる「気づき」を見つけるための仮設検証プロセスを強力に
サポート。

IBM（Ｒ） SPSS
IBM社が提供するSPSS適用に関するサポートサービスを提供。SPSSはデータ
に基づいた意思決定を支援するための製品。データ分析／データマイニング
を行い、予測やシミュレーションを実行。

Cognos Family
IBM社が提供するCognos適用に関するサポートサービスを提供。 Cognosは
経営情報を多角的に分析する製品。

BIコンシェルジェサービス
（Business Intelligence)　　

企業内の情報活用のため、既存のBIシステムの診断／評価と改善提案、業務
プロセスの整理とKPIの策定、BI／DWHの選定、プロトタイプ作成と評価など
のサポートサービスを提供。

ビッグデータ利活用基盤ソリューション
Splunk（ログ解析ソリューション）

Splunk社が提供するマシンデータ分析ソフトウェア「Splunk Enterprise」を分
析エンジンとして活用し、複数システムからのマシンデータの取り込み、横断
的な解析、ダッシュボードによる結果の見える化を実現。

Asakusa Frameworkソリューション
（バッチ処理高速化ソリューション）

「Apache Hadoop」を適用してバッチ処理の分散処理を実現し、バッチ処理の
高速化と、コストとニーズに合せたスケールアウトを実現。

オープンソース分散処理基盤
Cloudera Enterprise/CDHソリューション

「Apache Hadoop」の導入をご検討されているお客様向けに、Cloudera社と連携
し、Cloudera社がもつ豊富なナレッジ、ノウハウを活用した専用のサポートサー
ビスを提供。
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日立ソリューションズ グループが提供する主なビッグデータ分析ソリューション

するためには、お客様と一緒に仮説を立
て、検証し、それを業務へ反映させるプ
ロセスが不可欠。これができる人財は、
一朝一夕には育ちません」（渡辺）。
　日立ソリューションズ グループでは、
顧客分析から顧客課題抽出、仮説検証、
価値創出にいたる一連の流れをまとめ
ることができる人財を「データ・アナリ
ティクス・マイスター」と呼び、これを超
上流工程にかかわるSEなどから、OJTを
通じて育成しようとしている。同時に、こ
のマイスターの下で、実際にデータ分析
を行う「データ・サイエンティスト」の養
成も課題だ。統計解析、データマイニン
グ、テキストマイニング、統計解析ツール
のノウハウ、データ統合、データ移行な
どの知識が必要不可欠の条件になる。

　今後、優れた解析基盤やツールを揃
えたビッグデータ分析ソリューションと
ともに、データの扱いに慣れて、そこから
価値を引き出すことのできる人財によ
り、顧客課題を解決していく。

　最後に、ビッグデータビジネスに伴う
課題として、セキュリティやプライバシー
の問題に触れておく。人の行動をビッグ
データを活用して分析する場合、たとえ
データが完全に匿名化されていたとし
ても、分析対象にとっては、センシティブ
にならざるをえない局面も生じる。

　「企業内で日々業務で流れる膨大な
メールの内容をテキストマイニングし
て、そこから人間関係を可視化したり、赤
字プロジェクトの原因を探ったりすること
も、技術的には可能です。しかし、これを
やろうとすると、分析対象の個人がどの
ような反応を示すのか配慮しなくてはな
らない。社員ではなくお客様のプライバ
シー情報を扱う企業に導入したり、さら
に社会的イノベーションにつながる実験
に適用する場合は、導入する側も慎重に
進めなければなりません」（渡辺）。
　こうした問題を解決するには、ビッグ
データ分析が分析対象者にとっても価
値をもたらすことが納得される必要があ
るだろう。また、データ分析を支援する
事業者が、プライバシー確保や、データ

の漏えい防止などに実績を持ち、信頼に
たる存在であるかも重要になる。いわば
SI企業のブランド価値が、ビッグデータ
ビジネスでも大きな意味を持つのだ。
　「永年にわたってお客様の情報システ
ム部門との間に信頼関係があること、
データセキュリティのための技術や製品
を自社開発していること──この２点で
日立ソリューションズ グループにはアド
バンテージがあると自負しています」と
渡辺は語る。
　そうした優位点を生かしながら、日立
ソリューションズ グループは、金融、流
通、製造などの各産業分野において、
ビッグデータによる企業価値の向上を
訴求していく。

オープンソース分散処理基盤
Apache Hadoop 導入ソリューション

「Apache Hadoop」の導入をご検討されているお客様向けに、実機検証／ア
セスメント支援から、構築・運用時における環境構築／アプリケーション開発、
製品保守サポートまでワンストップでサービスを提供。

ソリューション 内　容
取り組み分野 1 大量／高速データ処理により、これまで対応できなかった顧客課題を解決

●事業結果の即時把握、素早い経営判断の実現
●業務プロセスの改善（スピード化、スリム化）導入効果

●データ2次活用の促進、高付加価値化
●人間活動データと業績データ連動による売上／利益の最大化
●潜在市場の発見、ビジネスの拡大

導入効果

知　識

気付き

取り組み分野 2 大量データの分析により、お客様のビジネスに貢献する新たな価値を創出

データ蓄積・管理

ビッグデータ

リアルタイム処理

分析・シミュレーションデータ
ベース

処理

処理

分散処理
処理

お客様との信頼関係と
データセキュリティの
裏付けが重要

ビジネス・アナリティクス ソリューションマップ

お客様の
業務

お客様の
データ資源

データソース

［方法］
BAアプリ
ケーション

［手段］
BAツール

［基盤］
DWH

RDB Flat FilesLegacyERP

ビジネス・アナリティクス ソリューション

BAアプリケーション構築サービス 分析サービス
BIアプリケーション

BAアプリケーション テンプレート

PAアプリケーション 予測分析
サービス

BI／業績管理
予算･計画（業績管理）

ロケーションインテリジェンス

モバイルBI

レポート／ダッシュボード

非定形検索／OLAP

予測分析
リスク分析

需要予測

テキストマイニング

データマイニング

統計解析

ETLMDMDWHデータモデリング／データ統合

日立ソリューションズ東日本 製品

日立ソリューションズ東日本 製品

日立ソリューションズ東日本 製品

※実証実験中のソリューションです。



09 10Hitachi Solutions  Information magazine Hitachi Solutions  Information magazine

［特集］  ビッグデータ

　丹尾は、最近、あまり関心のなかった
プロ野球を熱心に観戦するようになっ
た。というのも、仕事としてプロ野球球
団に導入されている「ファンビジネス向
けトータルCRMソリューション」にかか
わるようになったからだ。このソリュー
ションは、プロモーションから会員管理、
ポイント管理、データ分析までをトータ
ルにクラウドで提供し、O2Oマーケティ
ングを実現するもの。
　データ・サイエンティストである丹尾
は、その中で、データ分析とそれに基づ
く施策検討、提案を担当している。
　「これまで蓄積されたチケット購入
データを細かく分析することで、もっと
ファンの方に野球を楽しんでもらえるよ
うになるはず」。
　年齢や性別といった属性情報だけで
なく、購入履歴などの行動情報を基に
セグメント分析する。購入の可能性が高
まる仮説を立てて、実際にプロモーショ 丹尾 真理子

データ・サイエンティスト
日立ソリューションズ
クロスインダストリー・ソリューション部

M
ariko N

io

ンを行い、その効果を測定する。その
PDCAが回り出した。球団も関心が高く、
ビッグデータ解析によるプロモーション
活動に積極的だ。
　ファンクラブの会員の中には、Web上
のポイントゲームなどには参加するも
のの、一度もチケットを購入していない
客層もいる。
　「これまで球団側も把握しきれなかっ
た層にも、データ分析とプロモーション
を組み合わせることで、新しいアプロー
チができるのではないか。一度、生で観
戦すれば野球の面白さがわかっていた
だけるはずですからね」。
　データ分析では「データの準備が全体
の８割を占める」という。郵便番号の全角
半角を整えるといったクレンジング作業
から、時系列で揃っているデータなのかの
確認、分析に不要なデータや例外データ
の取り除きなど、整理しなくてはならない。
三塁側に座っているビジターファンなど、

野球特有の属性もある。データの加工に
は、野球、つまり業務知識は不可欠で、今
はそれをさかんに吸収しているところだ。
　「お客様とともに次のアクションを考
えること、実施することが分析の目的で
す。データ・サイエンティストはつねにア
ウトプットの先を意識することが重要」
と丹尾は語る。

野球ファンの行動データを分析
「準備８割」のサイエンティストの仕事

　日立グループでは、顧客分析、顧客課
題の抽出、仮説検証、価値創出ができる
人財をビッグデータ・アナリスティック・
マイスターと定義している。データ分
析における経験豊富な知識に加えて、
お客様の課題を正確に把握し、ゴール
まで導ける人財だ。その一人が澤田で
ある。
　澤田は、英国ケント大学で統計学を修
めている。日立ソリューションズ東日本
入社後は、生産計画や需要予測支援の
システム構築に取り組み、その中で、リ
スク分析、需要予測、テキストマイニン
グといったデータ分析の要素技術を洗
練させてきた。そのノウハウがビッグ
データの時代にあらためて注目されて
いる。
　なかでも彼女が関心を持ったのは
リスク分析。「どんなに精緻に予測して
も、実績がずれることは必ずある。単
に外れたと諦めるのではなく、予測の 澤田 美樹子

データ・アナリティクス・マイスター
日立ソリューションズ東日本
ビジネスソリューション本部
チーフコンサルタント

誤差やぶれ幅＝リスクを定量的に数
字で示し、意思決定に役立てることが
重要」と言う。2000年頃から、そのリス
ク分析技術をお客様に提供するよう
になった。
　「例えば、食品メーカーの製造・物流・
消費の過程でどれだけ腐敗・変敗のリ
スクがあるかを確率論的リスク評価手
法でモデル化し、全体で安全性を保証
するシステムを構築することで、品質管
理活動に生かすことができました」。
　リスク分析は、為替変動リスクを見込
んだ収益予測、製造業における遅延リ
スクを織り込んだプロジェクト管理など
にも生かされる。リスクは過去のデータ
を基にはじかれるが、かつてはサンプ
ルデータでしか計測できなかったもの
が、ビッグデータ分析技術が向上した
今は、全数を扱えるようになった。それ
だけ確度は高くなる。
　「ただ、重要なのはやはり何のために

データ分析をするのかという目的。ま
た、得られた結果を使って業務を改善
し、評価をするといった一連のサイクル
で見る視点が大切です」。
　いまデータ・アナリスティクス・マイス
ターとして、たえず分析と業務の関連を
意識している。

ビッグデータを活用したリスク分析
お客様業務と分析技術を関連させることが重要

ビッグデータ解析を支える人財

　ショッピングセンターやデパートな
どの商業施設や小売店舗では、早い段
階から顧客情報のデータ化が進んで
いた。商品を購入した｢購買顧客｣や登
録された｢会員顧客｣のデータを分析
し、マーケティングに活用してきた実
績がある。
　一方、来店したが、商品購入に至らな
かった｢非購買顧客｣、店頭を通りかかっ
たが入店に至らなかった｢非入店顧客｣、
情報に乏しい｢非会員顧客｣のデータを
分析し、店舗運営改善や商品戦略強化に
活用する課題も長年存在していた。
　近年の映像解析やレーザーセンサー
技術、そして無線タグ技術の高度化に
よって、事前情報の無い来店客につい
ても、年齢・性別などの属性情報の推
定、店頭・店内での動きを一人ひとり追
跡・記録することが可能となった。

　これらの技術的背景を踏まえ、日立
ソリューションズではビッグデータ分
析における対象データに人の流れや
属性情報を加えた、人流可視化分析
の実証実験を行っている。
　この技術の活用により、来店顧客の
店頭・店内での動きを見える化し、さら
に、人手でしか調べられなかった非購
買顧客・非入店顧
客の動きを加える
ことで、店頭・店内
での行動傾向を性
別・年齢、曜日、時
間帯別など、さま
ざまな視点で可視
化分析することが
できる。
　これにより、今ま
で以上にターゲッ
トを絞った宣伝戦
略や商品の品揃え

強化、店舗のレイアウト改善、店舗ス
タッフの配置など、さまざまな施策の
立案・実行・検証を可能とし、売上向上
やコスト削減を実現できるようになる。
　商品販売や会員サービス提供がな
い遊戯施設や公共施設での運営改善
分析ツールとしても有効だ。

　製造業や卸売業の法人顧客向けの営
業活動や、小売業や会員制サービス業の
個人顧客向けの販売促進活動において
営業ターゲットのプライオリティの決定
は欠かせない。しかし、この決定には、過
去の売上データ、お客様との会話・交渉
記録、お客様の属性情報などの客観的
データに加え、スタッフ個人の経験・知識
という尺度も必要とされてきた。
　しかし、近年、データ分析手法の高度
化が進むにつれ、知識・経験など個人に
属するスキルに頼らず、社内に蓄積さ
れた過去の顧客・取引データのみを分
析することで、商品・サービスの購入ま
たは契約に関する行動をおこす確率の
予測が可能になってきた。
　日立ソリューションズでは、これら
のデータ分析手法と分析専門家を活
用した顧客購買行動確率の予測分析
の実証実験を行っている。
　顧客購買行動確率の予測分析によ
り、製造業や卸売業における法人顧客
の会社情報、過去の取引情報、営業訪

問時の交渉やお客様からの問合せ応答
情報などをすべて変数化。機械学習手
法やスコアリング分析手法などと組み
合わせることで、お客様の購買行動(営
業アポイントへの対応や見積もり依頼、
最終的な契約など)がおこる確率を算出
するために、どの変数群が影響している
かを大量の変数群・データ群から見出
すことが可能になる。
　小売業や会員制サービス業におけ
る個人顧客を対象とした分析でも同
様。個人属性情報や過去の購入実績
やサービス利用実
績、お客様と店舗
間の会話記録など
を変数化すること
で分析が可能だ。
　この予測分析の
具体的なアウト
プットとしては、商
品・サービスごとに
どのお客様が購
入・契約するかを
相対的に確率が高
い順に並べた購買

確率ランキングの一覧が挙げられる。こ
れにより、どのお客様からプロモーショ
ン施策や営業アプローチを掛ければ購
買・契約の可能性が高まるかが明らか
になり、プロモーションコスト削減や売
上向上につなげられる。
　個人顧客および法人顧客向けに商
品・サービスを提供し、大量の過去デー
タを蓄積している金融機関のお客様の
商品販売強化のための分析としても有
効だ。

ビッグデータ分析の活用事例

人流可視化分析 イメージ図
データ利活用プロセス

分析対象データ
（インプット）

［新規データ］ ［既存データ］

データ収集 /
加工 / 蓄積

分析手法

分析結果
（アウトプット）

活用施策

実現価値

店舗情報 POS 情報

商品情報 会員情報

可視化／傾向分析、仮説立案～仮説検証 など

お客様タイプごとの
商品別購入傾向
可視化レポート

店舗レイアウト
改善

客単価向上・販売数向上
による売上向上

店舗内通路 /商品棚ごとの
お客様の行動傾向
可視化レポート

来店客の属性
・年齢推定情報
・性別推定情報

来店客の動き
・店前移動情報
・店内移動情報

新たな分析
対象データを
取得！！

商品陳列
改善

店内店頭宣伝
改善

商品開発品揃え
強化

在庫管理／店員配置最適化
によるコスト削減

お客様購買行動予測分析 イメージ図
データ利活用プロセス

分析対象データ
（インプット）

［法人顧客］ ［個人顧客］

データ収集 /
加工 / 蓄積

分析手法

分析結果
（アウトプット）

活用施策

実現価値

個人属性情報 商品購入情報

サービス利用情報 店舗会話情報

会社情報 取引情報

営業情報 問合せ情報

機械学習手法、スコアリング分析手法 など

訪問営業
改善

成約率向上・販売数向上
による売上向上

お客様毎の
商品別購入確率
ランキング

DM/Web メール
勧誘改善

店舗 /窓口対応
改善

コールセンタ活用
強化

営業 /広告 / 宣伝リソース最適化
によるコスト削減

新たな分析
成果（価値）を
獲得！！

M
ikiko Saw

ada

お客様の流れ・動きの
可視化分析事例

お客様の商品購買行動の
予測分析事例
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三菱UFJインフォメーションテクノロジー株式会社 プロフィール 導入ソリューション概要

三菱UFJフィナンシャル・グループの総合金融サービスを支える金融×ITのリーディングカンパニー。
とくに、グループ中核企業である三菱東京UFJ銀行においては、システム開発の上流工程を中心に
全工程・全領域にわたって先導的な役割を担い、そのIT戦略を牽引する。2014年「働きがいのある
会社」調査（従業員1,000名以上部門）において、ベストカンパニー20社にランクイン。

　三菱UFJインフォメーションテクノロ
ジーは、三菱UFJフィナンシャル・グルー
プをIT面から支えるプロフェッショナル集
団。セキュリティ基準を満たすメールの
共同利用やインターネット接続サービス
など、グループ企業の円滑なビジネス推
進をインフラ側から支えている。
　さらに、金融×ITで培ったモノづくりの
スピリットを生かし、さまざまなR&Dにも
挑む。その一つが、ビッグデータ分野だ。
　三菱UFJインフォメーションテクノロ
ジーには、最新技術について業務適用の
可能性を探る“実験室＝ラボ”的な役割を
持つ部署がある。それがITプロデュース
部だ。SOA（サービス指向アーキテク
チャ）の活用や、開発言語にRubyを導入
するなど、さまざまなオープンソース・ソ
フトウェアの活用にも意欲的だ。大規模
分散処理技術を実装するHadoopを使っ
たビッグデータ解析基盤の構築に早くか
ら取り組み、グループ企業向けに提案・
導入を進める先導的な役割を担う。
　Hadoop技術検証が始まったのは、
2009年から。まだビッグデータがバズ

ワードとして広く知られる以前だ。
　最初にテーマにしたのは、バッチ処理
業務の高速化。「夜間のバッチ処理が朝
までに終了しないという状況があり、
Hadoopを使って高速化できれば面白い
のではないか、という動機からでした。
バッチ処理業務を対象としたHadoop環
境は、スタート時点での規模は8node*1、
格納可能なデータ量は2TB程度であり、
それほどビッグなデータとは言えません
でした。ただ、なにしろ当時は、金融業界
はもちろんのこと、他の分野でも、
HadoopあるいはAsakusa Frameworkの
導入事例は少なく、試行錯誤で進めざる
をえませんでした」と言うのは、同社ITプ
ロデュース部マネージャーの土佐 鉄平
氏だ（以下すべて土佐氏）。手探りで、さ
まざまな方法を試しながらHadoopを導
入したことは、その後、ビッグデータ活用
を模索する時の礎になっている。

　2010年内には、基盤を構築するノウハ
ウも蓄積され、解析プログラムを書いて

は、手元のログデータなどを使って、テス
ト的な解析を行うようになり、2011年に
入ると、業務バッチを実際にHadoop環
境で処理するという想定でのトライアル
が始まった。
　「たしかにバッチ処理そのものは高速
化されたのですが、業務システムから
Hadoopにデータをもってくるところに時
間を要し、トータルでいうとトントンくら
いの効果しか出ませんでした。Hadoop
上で業務システムを動かすわけではな
いので、当然です。その改善のためには、
業務データそのものの作り直しが必要で
すが、はたしてそこまでやる必要性があ
るだろうかと。高速処理だけではなく、運
用時間やコストを含めたトータルで効果
を生み出さなければ、新たに取り組む意
味がありません」。Hadoopのバッチ処理
業務への適用は、いったん保留という形
になった。
　新技術の有効性を検証するというの
も、この部署の仕事の一つであり、それで
一つの役目は終わったようにみえた。た
だ、土佐氏はそこで諦めなかった。
　「そのうち、世の中でマーケティングの
分野からビッグデータの先進事例が出て
くるようになりました。しかし、製造業や

流通業ではなく、金融分野において
Hadoopが生かされる分野は何だろうと
模索しました」。
　発想の転換があったきっかけは、顧客
へのヒアリングだった。
　「同じバッチ処理といっても、日々発生
する事務処理のバッチではなく、アクセ
スログなどの非構造データを構造化する
ための処理もあるはず。これまでは処理
が面倒であまり顧みられなかった非構
造データの処理が簡単にできるのであ
れば、マーケティングやリスク評価と
いった業務に生かせるのではないか。ヒ
アリングに行けば行くほどマーケティン
グなどの部門で需要があることがわかり
ました」。
　現在は、顧客が、今まで使ってこなかっ
た非構造データを分析して提供サービ
スを向上させる取り組みが始まってい
る。まだトライアルプロジェクトの段階な
がら、「ユーザー自身が驚くほどの効果が
上がっている」という。
　トライアルを通して、単なるWEBフレー
ムワークのログからマーケティングとし
て必要な導線情報を抽出して、分析し
やすい形に整理するノウハウも培われて
きた。「ログから情報を抽出して、導線の
形に変換するプログラムなども開発して
います。この導線を抽出するところで
Hadoopのパワーがすごく生きてくると
実感しています」とのことだ。

　Hadoop環境構築に関して、同社と
日立ソリューションズとの関わりは2009
年から始まった。情報が少ない中を共に
悪戦苦闘してきた間柄だ。2011年後半か
らは、Hadoopの商用ディストリビュー
ションであるCloudera Enterpriseの導入
を進めており、この環境の上でトライア
ルプロジェクトが動いている。
　また、土佐氏が企画、主催するAsakusa 
Framework勉強会では、日立ソリュー
ションズが初回の開催会場を提供した
り、発表者として参加するなど、幅広い連
携が生まれている。

　「基盤技術について高いスキルと経験
を持っており、新技術の評価にも積極的。
私の方からの“無茶ぶり”にもすぐに反応
していただいて、感謝しています。私たち
が金融系のIT企業ということで、どうして
も検証しつくされた技術を手堅く提供す
るというスタンスのSIerが多いのですが、
ITプロデュース部はR&D部門。私自身が
新しい技術導入に意欲的なので、お互い
楽しんでチャレンジしてくれるようなSIer
のほうがよい。日立ソリューションズは、
パートナーとしては最適だと考えていま
す」と評価する。

　Hadoopを使ったビッグデータ解析に
関して、共に苦闘しながらビジネスへの
導入を進めてきた5年間。そこで得た知
見をベースに、ビッグデータの将来につ
いて、土佐氏はこう言う。
　「ビッグデータ解析は、非常に基盤的
な技術なのに、ビジネスそのものを変え
てしまうほどの影響力があります。それだ
けの可能性を秘めているものの、基盤技
術とビジネスを繋げるのはそう簡単では
ない。システム側のエンジニアだけで発
想すると、単なる技術開発で終わってし
まう。やはり、ビジネスの“現場感覚”を
持っている人のアイデアを広く集めない
と、ビッグデータは宝の持ち腐れになっ
てしまいます」。
　言いかえれば、エンジニアに求められ
るスキルをより広く、高くということだろ
う。「基盤技術だけと付き合って終わりで
はなく、さらに自分の領域を広げて、デー
タサイエンティストをめざしていくような
アプローチの必要性」を、ビッグデータは
求めているのだ。
　そうしたスキルを磨くため、ITプロ
デュース部のメンバーは、最近、世界中
の統計家やデータ分析家がその最適モ
デルを競い合うサイト“Kaggle”への関心
を強めている。ある課題では世界中の投
稿者のなかでトップ・クォーター（上位
25％）にランクインすることもあった。
　「私たち自身の関心やスキルのレイ
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大規模分散処理技術を実装するHadoopを使ったビッグデータ解析基盤の構築に取り組む、
三菱UFJインフォメーションテクノロジー。  金融取引に関するさまざまなデータを用い、新しい角度からの
顧客分析に役立てるなど、新たなエンタープライズシステムを生み出し始めている。
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世に先駆けて、2009年から
Hadoop関連技術に取り組む

非構造データに着目し、
新たなニーズを開拓

Ｒ＆Ｄ部門だからこそ、
新技術を共に楽しむ関係が必要
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土佐 鉄平 氏

三菱UFJインフォメーションテクノロジー株式会社
ITプロデュース部
マネージャー　

Teppei Tosa

［特集］  ビッグデータ

CaseStudy 三菱UFJインフォメーションテクノロジー

ヤーを縦に広げていくような取り組み
は、これからますます大切になると思い
ます」。
　また、最新技術に意欲的な土佐氏が注
目しているのが"Spark"だ。繰り返し計算
処理の技術であり、計算処理の非常に多
い金融系の分析に効果を発揮すると見
ている。現在、金融業界ならではのビッグ
データへのアプローチ確立をめざして、
同技術について日立ソリューションズと
検証を始めようとしている。

開発者の関心を
よりビジネス領域に広げる

【Hadoop】
大容量のデータを多数のサーバーに分

散し、並列処理するためのオープンソー

スのプラットフォーム。Googleが検索エ

ンジン用に開発したバッチ処理システ

ムを基に開発された。膨大な量のデータ

を短時間で処理することが可能なため、

ビッグデータ分析の仕組みを構築する

上で注目されている。

【Asakusa Framework】
Hadoop上で大規模な基幹バッチ処理を

行うためのフレームワーク。基幹バッチ

システムに必要な開発環境・実行環境・

運用環境を実装しているため、Hadoop 

を意識せずに複雑な業務処理の開発が

可能になる。

【Spark】
Hadoopと同じく、オープンソースの分散

データ処理プラットフォーム。インメモ

リー処理を主体とするSparkは、機械学

習やグラフ計算のように繰り返しの計

算が多い処理をHadoopよりも高速で実

行できる。*1 node：並列分散処理を構成する物理サーバー



　地理空間情報(GIS)の高度利用が進んで

いる。災害復旧・防災など公的分野での活

用だけでなく、業種、分野を問わずビジネ

ス利用も拡大している。

　日立ソリューションズは、これまでも衛

星画像の提供やエンタープライズ型地理

情報システム｢GeoMation｣の開発などを

通してGISビジネスに深くコミットしてき

た。取り組みを強化するため、2013年10月

には空間情報ソリューション本部に、ロ

ケーションビジネス部が新設された。

　そこから生まれた新たなサービスが、地

図上で船舶の動向を可視化する｢船舶位

置情報サービス｣（2014年6月から提供）

だ。世界中で航行する船舶のリアルタイム

の位置情報を地図上に表示し、位置の検

索や航行の軌跡表示により船舶の動向を

可視化することができる。Webブラウザか

ら簡単にアクセスでき、特定の船舶を検索

して絞り込み表示することもできる。

　いま国際貿易物流の９割以上を海上

輸送が担い、世界中の海を毎日約10万

隻が運航している。船舶の契約料や燃料

コストはたえず変動するため、造船、海

運、荷主などの海事関連企業にとっては、

最適な船舶を選び、運航計画を立てるこ

とが経営の重要課題になっている。船舶

運航情報を地図上で可視化できれば、こ

うした計画を立てやすくなり、またコスト

管理上も好都合だ。

　「一定以上の大きさの船舶は自船の位置

や針路、速力、航行状態の情報を自動的に

発信する船舶自動識別装置の搭載が義務

づけられています。AIS（Automatic Identifi-

cation System）と呼ばれるものですが、この

データを高度活用できないかと考え、デー

タを提供する米国の調査会社IHSマリタイ

ムと提携し、このサービスを開発しました」。

　と言うのは、ロケーションビジネス部の

賀川義昭グループマネージャだ。

　船舶位置情報サービスに関心を示して

いるのは、海運はもちろん、物流、保険など

多岐にわたる。船舶の動きを知ることは

世界中の物流を知ることにもなる。

　一方、海運会社にとっては、他社の船舶

の位置情報を知ることは、燃料コストの

大幅な低減につながる。

　賀川は東京大学の学生時代、GISの第一

人者・柴崎亮介教授（同大・空間情報科学

研究センター長）の下で研究をしていた。

　「もとは土木工学専攻。測量学の授業

でGISの考え方に初めて触れ、興味を持

ちました。地図情報とITを結びつけて、世

の中を便利にする仕事をしたいと思うよ

うになりました」(賀川）。

　就職を決めたのも、衛星画像をビジ

ネスにしているからという。

　位置情報を活用したロケーションビジ

ネスは、今後、ソーシャルデータを組み合

わせたり、ビッグデータとして分析・活用す

ることで、新たな展開が期待されている。

　アメリカの最先端の空間情報技術を

持つ企業の動向を調査している賀川は、

GIS技術のロードマップを描きながら、

日立ソリューションズならではの独自の

ビジネス構築を、最前線で担っている。
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　「大規模な企業システムにアジャイルは

適用できない」「アジャイルではプログラム

開発の進め方が、カウボーイコーディングと

なってしまい、開発現場を統制できなくな

る」といった見方は完全な“誤解”である。

　アジャイルは、開発のスピードアップや

コスト低減のための手法のように思われ

るが、何も考えず、とりあえずという感じで

始めると多くが失敗する。従来のウォー

ターフォール型開発より、ともすればプロ

セスの中でどうプラクティスを回していく

かについては、より綿密に計画を練らなく

てはならない。

　反復、レトロスペクティブ、ペアプログ

ラミング、テスト駆動開発、リファクタリン

グ、継続的インテグレーションといった

さまざまなプラクティスがアジャイル

開発では重視される。しかし、こうした

プラクティスの導入自体が目的化して

しまうと意味を失う。あくまでもプロジェ

クトに合った効果的なプロセスを実施

する視点から取り組まなければならな

い。アジャイルプロセスの実施が目的で

はなく、プロセス改善を実施するのだ。

アジャイルは本来、プロジェクトをしっ

かりと統制しながら進める開発手法で

あり、周到に準備して取り組めば、大規模

案件にも対応可能だ。

　私たちは、欧米のシステム開発における

アジャイル実践例を調査する中で、これを

価値観や商習慣、職場事情などが異なる

日本の開発現場に、そのまま直輸入しただ

けでは、必ずしも大きな効果が得られない

ということに気づいた。

　海外事例では、要件定義工程からアジャ

イルプロセスで行うケースが見られるが、

日本のエンタープライズシステムの受託型

プロジェクトは概算費用の承認があるた

め、要件定義が曖昧なままアジャイルで行

うのは難しい。基本設計を固め、全体の規

模が見えてからアジャイルで開発し、テスト

工程につなげる。すなわち、ウォーター

フォールでアジャイルを挟み込むやり方が

向いていると考えた。アジャイルを、日本の

大規模システム開発の現状にフィットさせ

たこのモデルを、私たちは、「ハイブリッドア

ジャイル」と呼んでいる。

　ただし、開発期間を短縮したいのか、お

客様にどう見せるのかによって採用するプ

ロセスは異なる。アジャイルの俊敏さを旨と

する軽量なプロセスと、大規模案件で脈々

と培われてきたウォーターフォールモデル

の利点とを融合させることが重要だ。つま

り、お客様やプロジェクト、あるいは工程に

よって、ウォーターフォールとアジャイルの

組み合わせ方を変えていくことで、効率化

とコスト削減、品質向上が達成できるのだ。

　そして、アジャイルに取り組む一番のメ

リットは、お客様の満足度が高まることだと

私たちは考えている。実際に動くものを確

認しながら開発が進むため、お客様の安心

感や満足度は向上する。また、アジャイルの

プラクティスの中には、チケット管理やテス

ト駆動開発など、ウォーターフォールより管

理が厳しい手法がたくさんある。チケット管

理によりチーム全体のスケジュールが見え

る化されることでリスク回避につながる点

も満足度を高める一つの要因だろう。

　私たちは、個々のプロジェクトに応じたさ

まざまなバリエーションのハイブリッドア

ジャイルを提案し、今後もお客様の満足度

が向上するシステム構築を進めていきたい

と考えている。
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「大規模な企業システムに
アジャイルは適用できない」は誤解

アジャイルとウォーターフォール、
それぞれの利点を組み合わせる

空間情報ソリューション本部に
ロケーションビジネス部を設置

“鼻の利く”メンバーが、
地理情報で顧客ビジネスを変える

海運、物流、保険分野で
求められる船舶位置情報
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匠が解く 匠が解く

事例に基づき、マルチベンダー、請負開発と
いう体制の大規模アジャイル開発における
アジャイルプロセスの導入の仕方や、プロ
ジェクト管理のポイントを解説編と実践編
に分けて紹介しています。

著者：株式会社日立ソリューションズ　
　　  英  繁雄、奈加 健次、平岡 嗣晃、前川 祐介
発行：株式会社リックテレコム

『ハイブリッドアジャイルの実践』

お客様満足度が向上する
ハイブリッドアジャイル
アジャイル手法を日本の大規模システム開発に最適化

GIS技術の進歩にワクワク
地図好きのエンジニアが担うロケーションビジネス

日立ソリューションズ
技術開発本部　生産技術センタ
担当部長（チーフITアーキテクト）

アジャイルの匠 

英 繁雄

日立ソリューションズ
社会システム第１事業部
空間情報ソリューション本部
ロケーションビジネス部
グループマネージャ

位置情報の匠  

賀川 義昭

▲ ｢船舶位置情報サービス｣
の画面例
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